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論壇
1

は
じ
め
に

事
業
を
営
む
個
人
が
、
賃
借

し
て
い
た
店
舗
や
事
務
所
等
を

オ
ー
ナ
ー
の
都
合
で
立
退
く
場

合
に
は
、「
移
転
補
償
金
」
や

「
休
業
補
償
金
」
等
の
名
目
で

立
退
料
を
受
け
取
る
こ
と
に
な

る
。所

得
税
法
で
は
、
こ
の
よ
う

な
場
合
の
立
退
料
に
つ
い
て
、

そ
の
性
格
か
ら
①
譲
渡
所
得
、

②
不
動
産
所
得
・
事
業
所
得
・

山
林
所
得
又
は
雑
所
得
（
以

下
、「
事
業
所
得
等
」
と
い

う
）、
③
一
時
所
得
の
3
種
類

の
所
得
に
区
分
し
、
そ
れ
ぞ
れ

そ
の
所
得
の
収
入
金
額
に
算
入

す
る
も
の
と
し
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
受
け
取
っ
た
立

退
料
の
う
ち
、
い
わ
ゆ
る
「
移

転
補
償
金
」
が
事
業
所
得
等
と

な
る
場
合
の
問
題
点
に
つ
い
て

考
え
る
こ
と
と
す
る
。

2

所
得
税
に
お
け
る
所
得
の
区
分

⑴

事
業
所
得
等
の
収
入
金
額

と
さ
れ
る
保
険
金
等

不
動
産
所
得
、事
業
所
得
、山

林
所
得
又
は
雑
所
得
を
生
ず
べ

き
業
務
を
行
う
居
住
者
が
受
け

る
次
に
掲
げ
る
も
の
で
、そ
の
業

務
の
遂
行
に
よ
り
生
ず
べ
き
こ

れ
ら
の
所
得
に
係
る
収
入
金
額

に
代
わ
る
性
質
を
有
す
る
も
の

は
、
こ
れ
ら
の
所
得
に
係
る
収

入
金
額
と
す
る（
所
令
94
①
）。

一

省
略

二

当
該
業
務
の
全
部
又
は

一
部
の
休
止
、
転
換
又
は

廃
止
そ
の
他
の
事
由
に
よ

り
当
該
業
務
の
収
益
の
補

償
と
し
て
取
得
す
る
補
償

金
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る

も
の

⑵

譲
渡
所
得
の
収
入
金
額
と

さ
れ
る
補
償
金
等

契
約
に
基
づ
き
、
又
は
資
産

の
消
滅（
価
値
の
減
少
を
含
む
）

を
伴
う
事
業
で
そ
の
消
滅
に
対

す
る
補
償
を
約
し
て
行
う
も
の

の
遂
行
に
よ
り
譲
渡
所
得
の
基

因
と
な
る
べ
き
資
産
が
消
滅
を

し
た
こ
と
に
伴
い
、
そ
の
消
滅

に
つ
き
一
時
に
受
け
る
補
償
金

そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
も
の
の

額
は
、
譲
渡
所
得
に
係
る
収
入

金
額
と
す
る
（
所
令
95
）。

な
お
、
借
家
人
が
賃
貸
借
の

目
的
と
さ
れ
て
い
る
家
屋
の
立

退
き
に
際
し
受
け
る
い
わ
ゆ
る

立
退
料
の
う
ち
、
借
家
権
の
消

滅
の
対
価
の
額
に
相
当
す
る
部

分
の
金
額
は
、
所
得
税
法
施
行

令
第
95
条
に
規
定
す
る
譲
渡
所

得
に
係
る
収
入
金
額
に
該
当
す

る
（
所
基
通
33－

6
）。

⑶

一
時
所
得

一
時
所
得
と
は
、利
子
所
得
、

配
当
所
得
、
不
動
産
所
得
、
事

業
所
得
、
給
与
所
得
、
退
職
所

得
、
山
林
所
得
及
び
譲
渡
所
得

以
外
の
所
得
の
う
ち
、
営
利
を

目
的
と
す
る
継
続
的
行
為
か
ら

生
じ
た
所
得
以
外
の
一
時
の
所

得
で
労
務
そ
の
他
の
役
務
又
は

資
産
の
譲
渡
の
対
価
と
し
て
の

性
質
を
有
し
な
い
も
の
を
い
う

（
所
法
34
①
）。

な
お
、
次
に
掲
げ
る
よ
う
な

も
の
に
係
る
所
得
は
、
一
時
所

得
に
該
当
す
る
（
所
基
通
34－

1
⑺
）。

・
借
家
人
が
賃
貸
借
の
目
的

と
さ
れ
て
い
る
家
屋
の
立
退
き

に
際
し
受
け
る
い
わ
ゆ
る
立
退

料
（
そ
の
立
退
き
に
伴
う
業
務

の
休
止
等
に
よ
り
減
少
す
る
こ

と
と
な
る
借
家
人
の
収
入
金
額

又
は
業
務
の
休
止
期
間
中
に
使

用
人
に
支
払
う
給
与
等
借
家
人

の
各
種
所
得
の
金
額
の
計
算
上

必
要
経
費
に
算
入
さ
れ
る
金
額

を
補
填
す
る
た
め
の
金
額
及
び

所
得
税
法
施
行
令
第
95
条
に
規

定
す
る
譲
渡
所
得
に
係
る
収
入

金
額
に
該
当
す
る
部
分
の
金
額

を
除
く
）

泫
収
入
金
額
又
は
必
要
経
費

に
算
入
さ
れ
る
金
額
を
補

填
す
る
た
め
の
金
額
は
、

そ
の
業
務
に
係
る
各
種
所

得
の
金
額
の
計
算
上
総
収

入
金
額
に
算
入
さ
れ
る
。

3

借
家
人
が
受
け
取
る
立
退
料
の
性
格

と
所
得
区
分
の
考
察

「
所
得
税
基
本
通
達
逐
条
解

説
」（
大
蔵
財
務
協
会
）
で
は
、

借
地
人
が
そ
の
家
屋
の
立
退
き

に
際
し
て
受
け
取
る
立
退
料
に

は
、
次
の
性
格
の
も
の
が
含
ま

れ
る
と
考
え
ら
れ
る
と
の
記
述

が
あ
る
。

①

移
転
費
用
の
補
償
の

性
格借

家
人
が
家
屋
を
明

け
渡
す
た
め
に
直
接
支

払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
費
用
の
実
費
補
償
金

②

収
益
補
償
た
る
性
格

借
家
人
が
家
屋
を
明

け
渡
す
こ
と
に
よ
っ
て

事
実
上
失
う
営
業
上
の

影
響
の
補
償
金

③

対
価
補
償
た
る
性
格

借
家
人
が
家
屋
を
明

け
渡
す
こ
と
に
よ
っ
て

消
滅
す
る
権
利
の
対
価

と
し
て
の
補
償
金

一
般
的
に
、
①
は
移
転
補
償

金
、
②
は
休
業
補
償
金
、
③
は

借
家
権
又
は
賃
借
権
に
係
る
対

価
補
償
金
の
名
目
で
支
払
わ
れ

る
こ
と
が
多
く
見
受
け
ら
れ

る
。②

の
収
益
補
償
た
る
性
格
の

補
償
金
（
休
業
補
償
金
）
に
つ

い
て
は
、
前
述
の
所
得
税
法
施

行
令
第
94
条
第
1
項
第
2
号
に

規
定
す
る
「
当
該
業
務
の
収
益

の
補
償
と
し
て
取
得
す
る
補
償

金
」
に
他
な
ら
ず
、
事
業
所
得

等
の
収
入
金
額
と
な
る
こ
と
に

異
論
は
な
い
と
考
え
る
。

ま
た
、
③
の
対
価
補
償
た
る

性
格
の
補
償
金
（
対
価
補
償

金
）
は
借
家
権
や
賃
借
権
の
消

滅
す
る
権
利
の
対
価
の
額
で
あ

り
、
所
得
税
法
施
行
令
第
95
条

に
よ
り
譲
渡
所
得
の
収
入
金
額

と
な
る
。

問
題
は
、
①
の
移
転
費
用
の

補
償
の
性
格
の
補
償
金
（
移
転

補
償
金
）
に
あ
り
、
個
人
事
業

主
が
受
け
取
っ
た
移
転
補
償
金

が
、
事
業
所
得
等
の
「
収
入
金

額
又
は
必
要
経
費
に
算
入
さ
れ

る
金
額
を
補
填
す
る
た
め
の
金

額
」
に
該
当
す
る
か
否
か
の
判

断
が
必
要
と
な
る
。

4
「
弁
護
士
事
務
所
移
転
に
伴
い
受
領

し
た
立
退
料
名
目
の
金
員
」
の
判
例

⑴

東
京
地
方
裁
判
所
の
判
示

弁
護
士
で
あ
る
原
告
が
、
法

律
事
務
所
の
た
め
に
賃
借
し
て

い
た
建
物
を
明
け
渡
し
た
こ
と

に
伴
っ
て
賃
貸
人
か
ら
取
得
し

た
い
わ
ゆ
る
立
退
料
（
本
件
金

員
）
に
係
る
所
得
を
一
時
所
得

に
区
分
し
て
確
定
申
告
を
し
た

事
案
に
つ
い
て
、「
本
件
金
員

は
、
賃
貸
人
の
申
入
れ
に
よ
る

原
告
の
旧
事
務
所
か
ら
新
事
務

所
へ
の
法
律
事
務
所
の
移
転
に

つ
い
て
、
そ
れ
に
よ
り
増
加
す

る
原
告
の
事
業
所
得
に
係
る
必

要
経
費
の
金
額
を
補
填
す
る
趣

旨
の
も
の
と
し
て
そ
の
授
受
の

合
意
が
さ
れ
、
原
告
に
お
い
て

そ
の
趣
旨
に
沿
っ
て
こ
れ
が
取

得
さ
れ
た
と
認
め
る
の
が
相
当

で
あ
る
か
ら
、
本
件
金
員
に
つ

い
て
は
、
そ
の
名
目
の
い
か
ん

に
か
か
わ
ら
ず
、
所
得
税
法
施

行
令
第
94
条
第
1
項
第
2
号
の

規
定
に
よ
り
、
事
業
所
得
に
係

る
収
入
金
額
と
さ
れ
る
も
の
と

い
う
べ
き
で
あ
る
。」
と
し
、

更
正
処
分
取
消
等
請
求
が
棄
却

さ
れ
た
（
東
京
地
方
裁
判
所

平
成
25
年
1
月
25
日
判
決
、
棄

却
・
控
訴
【
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ

Ｚ

8
8
8－

1
7
8
2
】）。

⑵

東
京
高
等
裁
判
所
の
判
示

高
裁
で
は
、
当
該
弁
護
士
が

取
得
し
た
立
退
料
を
3
つ
の
種

類
に
分
け
、
そ
の
う
ち
「
新
事

務
所
に
お
い
て
事
業
を
開
始
す

る
に
当
た
り
生
じ
た
費
用
分

（
新
事
務
所
開
設
費
用
補
填

分
）」に
つ
い
て
、
事
業
を
開
設

す
る
に
当
た
っ
て
必
要
と
な
る

費
用
を
補
填
す
る
も
の
で
あ

り
、
そ
の
費
用
は
事
業
所
得
の

収
入
を
生
み
出
す
こ
と
と
の
対

応
関
係
は
明
確
で
あ
る
か
ら
、

全
額
、
当
該
事
業
所
得
に
係
る

必
要
経
費
に
該
当
す
る
た
め
、

所
得
税
法
施
行
令
第
94
条
第
1

項
第
2
号
の
規
定
に
よ
り
、
事

業
所
得
に
係
る
収
入
金
額
と
さ

れ
る
と
し
た
（
東
京
高
等
裁
判

所

平
成
26
年
2
月
12
日
判
決
、

棄
却
【
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ

Ｚ
8
8

8－

1
8
4
0
】）。

5
「
移
転
補
償
金
」と
し
て
受
け
取
っ
た
立
退

料
が
事
業
所
得
等
と
さ
れ
る
こ
と
の
問
題
点

前
述
4
⑵
の
高
裁
判
決
で
問

題
と
な
る
の
は
、
移
転
補
償
金

の
中
で
も
、
移
転
先
に
お
け
る

減
価
償
却
資
産
を
取
得
す
る
た

め
の
補
償
金
を
受
け
取
っ
た
場

合
で
あ
る
。

所
得
税
法
第
36
条
第
1
項
で

は
、「
そ
の
年
分
の
各
種
所
得
の

金
額
の
計
算
上
収
入
金
額
と
す

べ
き
金
額
又
は
総
収
入
金
額
に

算
入
す
べ
き
金
額
は
、
原
則
と

し
て
、
そ
の
年
に
お
い
て
収
入

す
べ
き
金
額
」
と
し
て
い
る
。

例
え
ば
、
平
成
27
年
に
移
転

先
の
賃
借
事
務
所
ビ
ル
の
内
装

工
事
代
金
1
0
0
0
万
円
を
移

転
補
償
金
と
し
て
受
け
取
っ
た

場
合
、
事
例
の
よ
う
に
事
業
所

得
等
に
係
る
税
負
担
は
大
幅
に

増
加
し
、
翌
年
分
以
降
、
必
要

経
費
（
減
価
償
却
費
）
を
計
上

す
る
こ
と
に
よ
り
そ
の
税
負
担

を
回
収
す
る
た
め
に
は
、
以
後

49
年
の
歳
月
を
要
す
る
こ
と
に

な
る
。

こ
の
点
、
高
裁
に
お
け
る
判

断
で
は
、「
新
事
務
所
に
お
い
て

使
用
す
る
家
具
等
の
資
産
の
取

得
費
用
は
、
新
事
務
所
に
お
い

て
事
業
を
営
ん
で
い
く
た
め
に

必
要
な
費
用
で
あ
る
こ
と
は
明

ら
か
で
あ
り
、
平
成
○
○
年
度

以
降
の
事
業
所
得
の
金
額
の
計

算
上
、
減
価
償
却
費
と
し
て
必

要
経
費
と
な
る
も
の
で
あ
る
。

こ
れ
ら
の
新
資
産
の
取
得
の
た

め
の
支
出
は
、
基
本
的
に
は
、

減
価
償
却
を
通
じ
て
必
要
経
費

に
算
入
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
か

ら
、
新
資
産
の
取
得
の
た
め
の

費
用
分
の
補
填
を
受
け
た
年
だ

け
で
な
く
、
将
来
に
わ
た
り
新

資
産
が
活
用
さ
れ
る
期
間
に
わ

た
っ
て
費
用
が
発
生
す
る
こ
と

と
な
り
、
そ
の
間
の
控
訴
人

（
弁
護
士
）
の
事
業
に
よ
る
収

入
に
つ
い
て
の
必
要
経
費
と
し

て
も
扱
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
支
出
が
業

務
の
た
め
に
必
要
で
あ
り
、
結

局
は
、
支
出
し
た
金
額
が
事
業

所
得
の
必
要
経
費
に
算
入
さ
れ

る
の
で
あ
る
か
ら
、
新
資
産
の

取
得
費
用
の
補
填
分
も
、
支
払

わ
れ
た
年
の
事
業
所
得
の
総
収

入
金
額
に
算
入
す
る
の
が
相
当

で
あ
る
。」
と
し
て
い
る
。

し
か
し
、
我
々
実
務
家
の
立

場
か
ら
す
れ
ば
、
賃
借
人
の
事

情
で
は
な
い
立
退
き
に
あ
た

り
、
事
例
の
よ
う
な
税
負
担
に

よ
る
大
幅
な
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ

ー
の
マ
イ
ナ
ス
が
初
年
度
に
生

ず
る
こ
と
に
つ
い
て
（
た
と
え

そ
れ
が
翌
年
以
降
に
回
収
さ
れ

る
と
し
て
も
）、
納
税
者
の
理

解
が
得
ら
れ
る
と
は
考
え
ら
れ

な
い
。

例
え
ば
、
所
得
税
法
第
42
条

（
国
庫
補
助
金
等
の
総
収
入
金

額
不
算
入
）
の
よ
う
に
、
移
転

先
に
お
け
る
固
定
資
産
の
取
得

や
改
良
に
充
当
し
た
部
分
の
金

額
は
収
入
金
額
に
算
入
せ
ず
、

ま
た
、
取
得
等
を
し
た
当
該
固

定
資
産
の
取
得
に
要
し
た
金
額

は
な
い
も
の
と
み
な
す
規
定
が

あ
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
ケ
ー
ス

に
も
対
応
で
き
る
の
で
は
な
い

だ
ろ
う
か
。

個
人
事
業
主
が
受
け
取
っ
た
立
退
料

（
移
転
補
償
金
）
の
所
得
区
分
の
考
察

西野道之助
【上野】

【事例】 （単位：千円）
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……

……

……

……

……

……

※1 10，000千円（取得価額）×0．020（耐用年数50年、定額法による償却率）＝200千円
なお、平成27年1月より移転先の事務所を事業の用に供していたものとする。

※2 便宜上、所得税等・住民税を含めた税率を40％とする。
※3 平成27年分

10，000千円（収入金額）－（10，000千円（内装工事代金支出）＋3，920千円（税
負担））＝△3，920千円
平成28年分以降
減価償却費計上による税負担の減少 ＝ 80千円
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